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平成28年 8 月台風により被災した北海道・岩手県
管理河川における改良復旧事業採択について

平成29年 3 月15日　国土交通省水管理・国土保全局防災課

　平成28年 8 月台風により、特に被害が甚大であった北海道のペケレベツ川他 ４ 河川、岩手県の小本川他
２ 河川において、原形復旧にとどまらず、施設機能を向上させ再度災害防止を図る改良復旧事業（北海道：
約172億円、岩手県：約102億円）を採択しました。

●北海道・岩手県における災害復旧事業の進捗状況
・北海道・岩手県では河川のはん濫等が発生し、公

共土木施設等の被災により、道路の通行止めや鉄
道の運休など、甚大な被害が発生しました。
・迅速な復旧に向けて全力で対応を行ったことによ

り、これまでに決壊した堤防の応急対応が完了し
たことをはじめ、国道、鉄道等についても着実に
復旧してきています。
・災害復旧事業については、次のとおりすべての被

災箇所において事業採択が完了しています。
　北海道（市町村含む）：1,179件、約643億円
　　（平成28年12月27日にて採択完了）

　岩手県（市町村含む）：1,875件、約468億円
　　（平成29年 1 月27日にて採択完了）
・これらの対応に加えて、河川においては昨年12 

月より関係機関が連携した、ハード・ソフト一体
となった緊急的な治水対策を実施しています。今
回の採択により、該当する全ての箇所において改
良復旧事業が採択されたことになり、被災地の復
旧・復興に向けさらに前進することになります。
・今後とも、国、道・県、市町村が連携を深め、関

係機関が一体となって迅速な復旧・復興に、全力
をあげて取り組みます。
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激甚災害指定に伴う国庫負担の嵩上げ措置
を行います

平成29年 3 月 7 日　国土交通省水管理・国土保全局防災課

　国土交通省は、所管する公共土木施設の災害復旧
事業について、基準に該当した 1 県62市町村（※ 1 ）に
対し、激甚災害（激甚災害 2 災害及び局地激甚災害

2 災害）（※ 2 ）に対処するための特別の財政援助とし
て、 3 月10日に国庫負担の嵩上げ措置について通知
しました。

激甚災害
特例対象事業費

通常の国庫負担額
（平均国庫負担率）

特別財政援助額
嵩上げ後の国庫負担額

（嵩上げ後の平均国庫負担率）

約2,400億円
約1,744億円
（0.743）

約238億円
約1,972億 7 千万円

（0.862）

○国土交通省所管公共土木施設災害復旧事業に係る国庫負担の嵩上げ額　〔試算〕

（参考）
※ １ ．別添のとおり
※ ２ ．平成28年に発生した災害のうち、「激甚災害

に対処するための特別の財政援助等に関する
法律」（内閣府所管）に基づき、以下の災害
が公共土木施設等に係る「激甚災害」として
政令により指定。

○激甚災害
・熊本地震【平成28年 4 月14日・16日】
　⑴　閣議決定： 4 月25日公布・施行： 4 月26日
・台風 7 号、11号、 9 号及び10号
　【平成28年 8 月16日～ 9 月 1 日】
　⑴　閣議決定： 9 月16日公布・施行： 9 月23日
○局地激甚災害・梅雨前線
　【平成28年 6 月 6 日～ 7 月15日】
　⑴　閣議決定： 8 月15日公布・施行： 8 月18日
　　　熊本県＜美里町、産山村、御船町、甲佐町、
　　　　　　　山都町＞
　　　宮崎県＜五ヶ瀬町＞

　⑵　閣議決定： 3 月 7 日公布・施行： 3 月10日
　　　予定　※対象地域の追加
　　　宮崎県＜諸塚村＞
　　　鹿児島県＜十島村＞
・台風16号【平成28年 9 月17日～ 21日】
　⑴　閣議決定：10月21日公布・施行：10月26日
　　　鹿児島県＜垂水市＞
　⑵　閣議決定： 3 月 7 日公布・施行： 3 月10日
　　　予定　※対象地域の追加
　　　高知県＜三原村＞

　なお、激甚災害制度の概要については、下記の内
閣府ホームページをご参照下さい。
　http://www.bousai.go.jp/taisaku/pdf/seido.pdf
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　国土交通省では、大規模災害時に、市町村が災害
発生から復旧まで迅速かつ的確に災害対応を行える
よう、「防災に関する市町村支援方策に関する有識
者懇談会」（座長：田中淳東京学大学院情報学環総
合防災情報研究センター長・教授）を設置し、支援
方策の検討を行ってまいりました（平成28年 7 月か
ら平成29年 2 月まで 4 回開催）。
　懇談会の「提言」がとりまとめられ、３ 月１７日（金）
に田中座長から山田水管理・国土保全局長へ「提言」
の手交が行われました。

　近年、熊本地震や北海道・東北での豪雨災害な
ど、全国で大きな被害をもたらす災害が頻発してい
ます。

　多くの市町村では、職員（特に技術系）や災害経
験の不足等により、大規模災害からの復旧に非常な
困難を来しており、地域の復旧・復興にも時間を要
する非常に厳しい状況に置かれています。
　これらの市町村に対し、国土交通省や都道府県、
民間事業者、専門家などが連携し、どのような支援
を行っていくべきか検討するため「防災に関する市
町村支援方策に関する有識者懇談会」を平成２８年 ７
月に設置し、 ４ 回の審議と被災した地方自治体関係
者との意見交換を行ってきました。

提言（本文及び概要）については、下記 URL をご
覧下さい。

http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/
shityosonshien/index.html 

大規模災害時の一日も早い復旧に向けた
市町村支援の強化

〜「提言」の手交について〜

国土交通省水管理・国土保全局防災課

手交式（右 田中座長、左 山田局長）
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『災害対策等緊急事業推進費』
平成29年度募集について

―平成29年度第 1回募集【平成29年 4 月 3 日～ 5月 8日】―

国土交通省国土政策局広域地方政策課調整室

１．はじめに
　災害対策等緊急事業推進費は、自然災害により被
災した地域において再度災害防止対策を機動的に実
施するための経費として、平成17年度に創設されま
した。
　これまで、制度創設から平成28年度までの12年間
で約1,354億円（国費）、744件の配分を行っており、
平成29年度も134.38億円の予算で配分を実施します。
　国土交通省所管事業以外にも、農林水産省等の所
管事業など幅広い事業分野（災害対策等緊急事業推
進費取扱要領別表 １ 、別表 ２ の対象事業を参照）に
配分することが可能であり、都道府県・市町村等の
事業主体からの要求を受け、国土交通省国土政策局
から事業所管部局を通じて予算を配分します。
　自然災害により被災した地域において、緊急な対
策が必要となった際には、本制度の活用を検討いた
だけるよう、制度の概要、平成29年度の募集及び活
用事例についてご紹介いたします。

２ ．制度の概要
⑴　制度のポイント

①　各省が所管している推進費の対象事業によ
り、再度災害の防止対策を実施します。

②　災害復旧事業による原形復旧にあわせて、施
設の防災機能の強化・向上が可能です。

③　自然災害による被災を受けた地域において、
公共土木施設に被害がない場合でも、防災機能
の強化・向上が可能です。

④　他地域の被災を契機として、未被災地におけ
る災害の未然防止対策が可能です。

⑤　対策工事に係る用地費及び補償費や測量設計
費も対象です。

⑥　国庫補助率や地方財政措置は、配分先の対象
事業で定められた規定に従います。さらに地域
開発特例法等による負担率や補助率の嵩上げに

ついても同様です。
⑦　年度途中での予算配分により、次年度の予算

措置を待たずに対策が可能です。
　配分は、原則年 ３ 回を予定しており、今年度
は以下の通りです。

区　分 募集期間 配分予定時期

第 １ 回 ４ 月 ３ 日～ ５ 月 ８ 日 ６ 月下旬

第 ２ 回 ５ 月 ９ 日～ ７ 月下旬 ９ 月中旬

第 ３ 回 ８ 月上旬～10月上旬 11月中旬

⑧　年度内予算執行が基本ですが、やむを得ない
理由があれば明許繰越も可能です。

⑨　対策の規模や金額の要件はありません。

⑵　対象となる災害及び要件
　暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴
火、地すべり、山崩れ、崖崩れその他の異常な自然
現象により生じる災害で、次の要件のいずれかを満
たすものが対象です。
　①　降雨
　　ア　24時間雨量が80㎜以上の降雨により発生し

た災害
　　イ　１時間雨量が20㎜以上の降雨により発生し

た災害
　②　強風

・最大風速が15ｍ/秒以上の風により発生した
災害

　③　豪雪、高潮、地震、津波、噴火、地すべり、
山崩れ、崖崩れその他の異常な自然現象により
発生した災害のうち、被害の程度が比較的軽微
と認められない災害

⑶　推進費の要求から配分までの流れ
　年度途中の自然災害による被災を受けて、緊急に
再度災害防止対策を実施する事業実施主体が事業計
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画書を作成し、事業所管部局を通じて国土政策局に
提出します。
　その後財務省と実施計画協議を行い、承認を受け
事業所管部局を通じて予算を配分します。申請から
配分まで１ヶ月半から ２ ヶ月かかります。
　また、配分した主な実施事業は以下のとおりです。

［河川］河川改修事業、流域治水対策事業、
急傾斜地崩壊対策事業、
河川激甚災害対策特別緊急事業、
河川災害復旧等関連緊急事業

［道路］道路更新防災等対策事業

［港湾］港湾改修事業
海岸保全施設整備事業

［都市］都市公園災害対策事業、
都市防災推進事業

［航路標識］航路標識整備事業
［農業農村整備］農業農村整備事業
［治山］治山事業、

国有林野内治山事業
［水産基盤］水産基盤整備事業

３ ．活用事例
　主な活用事例は以下の通りです。
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４ ．おわりに
　平成24年度の九州北部豪雨、平成27年度の関東・
東北豪雨や、平成28年度の台風10号等の一連の大雨・
暴風のように、近年、台風や豪雨など甚大な被害を
もたらす自然現象の発生頻度が増加しています。平
成29年は自然災害が少ない年となることが何より望
まれますが、もし自然災害により被災し、緊急的な
再度災害防止対策が必要となった場合は、本制度の
活用もご検討ください。
　本制度に関するご質問・ご相談については、右記
の窓口までお問い合わせください。
　国土交通省のホームページにも、詳しい情報や募
集案内及び過去の配分事例を掲載しています。

（窓口）
国土交通省　国土政策局
広域地方政策課　調整室
〒100-8918
東京都千代田区霞ヶ関 ２丁目 １番 ２号
中央合同庁舎 ２号館12階
TEL：03-5253-8360（直通）
FAX：03-5253-1572

（国土交通省ホーム>>政策・仕事>>国土政策
　>>災害対策等緊急事業推進費）
http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudo
keikaku_tk4_000002.html
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防災課だより 人 事 異 動
〔水管理・国土保全局関係人事発令〕
△平成29年 3 月16日、 3月20日、 3月21日、 ３月25日、 ３月30日

△平成29年 ３ 月31日

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

西　　　修 水管理・国土保全局下水道部下水道企画課付 インドネシア共和国派遣中（ ３ 月16日）

判田　乾一 水管理・国土保全局砂防部砂防計画課付 スリランカ民主社会主義共和国派遣中（ ３ 月20日）

室永　武司 水管理・国土保全局河川計画課付 フィリピン共和国派遣中（ ３ 月21日）

新屋　孝文 水管理・国土保全局河川計画課付 インドネシア共和国派遣中（ ３ 月25日）

水田健太郎 辞職（日本下水道事業団本社事業統括部計画課付） 水管理・国土保全局下水道部下水道事業課事業マネジメント推
進室課長補佐（ ３ 月30日）

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

木庭　克典 退職 水政課水利調整室企画専門官（併）水資源部水資源計画課

塚田　政行 退職 治水課流域土地利用政策分析官

田畑真理子 退職 砂防部保全課長補佐

水野　秀明 退職 大臣官房付（辞職（国立研究開発法人土木研究所つくば中央研
究所土砂管理研究グループ上席研究員（火山・土石流）））

清水　孝一 退職 大臣官房付（辞職（国立研究開発法人土木研究所つくば中央研
究所土砂管理研究グループ総括主任研究員（火山・土石流）））

厚川　正紀 退職 総務課付（辞職（水資源機構ダム事業本部管理調整室管理調整
課長補佐））

浅野　和広 辞職（独立行政法人都市再生機構都市再生部都市施設整備室長）大臣官房付（辞職（長崎県土木部長））

盛谷　明弘 辞職（日本下水道事業団理事） 大臣官房付（辞職（石川県土木部長））

岩見　洋一 辞職（長崎県土木部長） 大臣官房付（辞職（国立研究開発法人土木研究所水災害・リス
クマネジメント国際センター水災害研究グループ上席研究員））

山口　嘉一 辞職（国立研究開発法人土木研究所理事（併）構造物メンテナ
ンス研究センター長）

大臣官房付（辞職（国立研究開発法人土木研究所地質研究監））

新井田　浩 辞職（青森県県土整備部理事） 大臣官房付（辞職（独立行政法人水資源機構ダム事業本部ダム
事業部担当課長））

渡邊　　茂 辞職（鹿児島県土木部長） 大臣官房付（併）内閣官房副長官補付国土強靱化推進室企画官

板屋　英治 辞職（石川県土木部長） 大臣官房付（復職（（一財）河川情報センター情報開発部長））

小川　文章 辞職（国立研究開発法人土木研究所つくば中央研究所水環境研
究グループ上席研究員）

大臣官房付（辞職（独立行政法人都市再生機構経営企画部投資
管理室投資管理チームリーダー））

永田　雅一 辞職（新潟県土木部都市局長） 大臣官房付（復職（（一財）砂防フロンティア整備推進機構企
画調査部長））

近藤　　修 辞職（独立行政法人水資源機構経営企画部企画課長） 大臣官房付

片山　卓彦 辞職（東京海上日動火災保険株式会社） 総務課調査係長

新屋　孝文 辞職（国立研究開発法人土木研究所水害・リスクマネジメント
国際センター水災害研究グループ主任研究員）

河川計画課付

小川　純子 辞職（独立行政法人国際協力機構地球環境部防災グループ（兼）
インフラ技術業務部有償技術審査室）

河川計画課付（関東地方整備局企画部企画課長（併）内閣府地
方創生推進事務局）

松森　　博 辞職（水資源機構） 河川環境課流水管理室課長補佐

牧　　周佑 辞職（国立研究開発法人土木研究所企画部研究企画課主査） 河川環境課河川環境再生係長（併）国土政策局広域地方政策課
調整室

前島　篤史 辞職（徳島県） 治水課技術開発係長

森岡　弘道 辞職（山口県） 防災課災害査定官

川口美智久 辞職（静岡県） 防災課改良計画係長
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定宗　幸雄 辞職（水資源機構） 水資源部水資源政策課危機管理係長

北畠　大督 辞職（水資源機構） 水資源部水資源計画課総合水資源管理戦略室主査（併）水資源
政策課地下水対策室

山縣　弘樹 辞職（浜松市上下水道部次長） 下水道部下水道企画課長補佐

吉田　敏章 辞職（独立行政法人国際協力機構インフラ技術業務部有償技術
審査室主任調査役）

下水道部下水道企画課付（辞職（横浜市環境創造局下水道計画
調整部下水道事業マネジメント課担当課長））

中島　智彦 辞職（横浜市） 下水道部下水道企画課環境技術係長

清﨑　里恵 辞職（北九州市） 下水道部下水道事業課事業マネジメント推進室再構築係長

斎野　秀幸 辞職（岡山市下水道河川局統括審議監） 下水道部流域管理官付課長補佐

森田　耕司 辞職（富山県土木部砂防課長） 砂防部砂防計画課長補佐

石尾　浩市 辞職（高知県土木部防災砂防課長） 砂防部砂防計画課長補佐

武澤　永純 辞職（国立研究開発法人土木研究所つくば中央研究所土砂管理
研究グループ研究員（火山・土石流））

砂防部砂防計画課計画係長

石渡　里子 治水課総務係（再任用（任期更新）） 治水課総務係（再任用）

【防災課関係】

区分 氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

転出 安陪　和雄 退職 防災課災害分析官

池本　伸一 総合政策局総務課企画専門官（併）国土政策局総務課企画室 防災課災害対策室企画専門官

稲葉　　傑 中部地方整備局静岡河川事務所長 防災課災害対策室課長補佐

橘　悠希子 国土地理院企画部地理空間情報政策調整官 防災課長補佐

辰野　剛志 関東地方整備局霞ヶ浦河川事務所長 防災課災害査定官

小幡　　宏 内閣府沖縄総合事務局南部国道事務所長 防災課災害査定官

足立　文玄 北海道開発局札幌開発建設部江別河川事務所長 防災課災害査定官

中村　一郎 中部地方整備局沼津河川国道事務所工務第一課長 防災課基準係長

石村　　靖 東北地方整備局仙台河川国道事務所工務第一課長 防災課審査係長

谷村　俊哉 国土地理院総務部厚生課共済係長 防災課災害第二係長

三浦ゆかり 大臣官房人事課企画調整係（併）大臣官房秘書室（大臣室） 防災課法規係

転入 富田　直樹 防災課災害対策室課長補佐 中部地方整備局豊橋河川事務所副所長

西村　浩一 防災課災害対策室課長補佐 都市局都市政策課都市再構築政策室課長補佐

斉藤　喜浩 防災課長補佐（併）治水課 東北地方整備局河川部河川工事課長補佐（併）企画部技術検
査官

伊藤　裕之 防災課長補佐 国土地理院地理空間情報部情報普及課長補佐

石浜　康賢 防災課災害査定官 関東地方整備局相武国道事務所副所長

丸山日登志 防災課災害査定官 関東地方整備局霞ヶ浦導水工事事務所副所長

喜元　　亨 防災課災害査定官 辞職（鹿児島県土木部都市計画課生活排水対策室技術補佐
（兼）生活排水係長）

吉野　広郷 防災課災害査定官 国土政策局広域地方政策課広域制度企画室専門調査官（併）
大臣官房社会資本整備総合交付金等総合調整室

小田桐　聡 防災課審査係長 東北地方整備局河川部河川計画課調査第二係長

下條　康之 防災課基準係長 関東地方整備局河川部河川管理課維持修繕係長（併）関東維
持管理技術センター

吉田　忠司 防災課改良計画係長 辞職（徳島県商工労働観光部にぎわいづくり課主任）

塚田　政行 防災課災害監査係長 再任用

松葉あずさ 防災課法規係 総合政策局参事官付社会資本整備調整係
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転入 濵　　絵理 防災課災害第一係 大臣官房人事課企画調整係（併）大臣官房秘書室（大臣室）

局内 板橋　千恵 防災課災害対策室管理係長 水政課審査係長

井上　育之 防災課災害調整係長 水政課水利調整室水利審査係長

【転出】

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

山下　武宣 退職 治水課堤防構造分析官

長井　義樹 退職 砂防部保全課砂防施設評価分析官

村井　禎美 退職 大臣官房付（辞職（独立行政法人都市再生機構都市再生部都
市施設整備室長））

藤沢　和範 退職 大臣官房付（辞職（国立研究開発法人土木研究所つくば中央
研究所土砂管理研究グループ長））

久保田　一 退職 大臣官房付（辞職（鹿児島県土木部長））

鈴木　　穣 退職 大臣官房付（復職（（公財）日本下水道新技術機構研究第一
部長））

榊原　　隆 退職 大臣官房付（国土技術政策総合研究所下水道研究部長）

畠山　愼一 退職 大臣官房付（東北地方整備局河川部長）

神野　忠広 退職 大臣官房付（関東地方整備局利根川水系砂防事務所長）

宮原　　慎 退職 大臣官房付（辞職（広島市都市整備局長））

明戸　邦浩 退職 大臣官房付（四国地方整備局用地部長）

井上　茂治 国土技術政策総合研究所下水道研究部長 下水道部流域管理官

神林　　浩 北陸地方整備局用地部長 総務課河川企画調整官

稲村　行彦 四国地方整備局建政部長 水政課水利調整室長

堀　与志郎 中部地方整備局木曽川上流河川事務所長 河川環境課流水管理室長

塩井　直彦 環境省総合環境政策局総務課企画官 砂防部保全課海洋開発官

高村　裕平 東北地方整備局河川部長 大臣官房付（併）環境省放射性物質汚染対処技術統括官付参
事官（併）福島中間貯蔵推進統括室員（併）復興庁統括官付
参事官（併）復興庁福島復興局付

内田　　勉 休職（（公財）日本下水道新技術機構研究第一部長） 大臣官房付（国土技術政策総合研究所下水道研究部下水道機
能復旧研究官）

蒲原　潤一 休職（（一財）砂防フロンティア整備推進機構企画調査部長） 大臣官房付（辞職（長野県土木部砂防課長））

藤兼　雅和 休職（（一財）河川情報センター情報開発部長） 大臣官房付（中国地方整備局岡山河川事務所長）

冨田　陽子 休職（（一財）砂防・地すべり技術センター砂防技術研究所
技術部長）

大臣官房付（辞職（新潟県土木部都市局長））

福渡　　隆 休職（（一財）国土技術研究センター河川政策グループ研究
主幹）

大臣官房付（辞職（群馬県県土整備部特定ダム対策課長））

大沼　克弘 休職（国立大学法人金沢大学大学院自然科学研究科特任准教
授）

大臣官房付（国土技術政策総合研究所河川研究部水害研究室
主任研究官）

水野　正樹 辞職（国立研究開発法人土木研究所土砂管理研究グループ上
席研究員）

大臣官房付（辞職（国立大学法人新潟大学寄付講座准教授））

寺岡　峰夫 復興庁政策統括官付参事官付参事官補佐（インフラ構築班） 総務課付（国土交通大学校計画管理部主任教官）

小林　義幸 復興庁統括官付参事官付参事官補佐（原子力災害復興班） 総務課付（九州地方整備局河川部水政課長）

菊池　公一 国土交通大学校総務部総務課建設専門官 総務課付（復興庁統括官付参事官付参事官補佐（併）岩手復
興局参事官）

長橋　　洋 北陸地方整備局河川部水政課長 総務課総務係長

松木　和弘 近畿地方整備局姫路河川国道事務所山崎維持出張所管理第一
係長（併）姫路第一維持出張所

総務課予算第二係（三席）

横山　貴俊 関東地方整備局総務部人事課給与係長 水政課指導監督係長

【防災課関係】

区分 氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考
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伊藤　和彦 環境省水・大気環境局土壌環境課地下水・地盤環境室長補佐 河川計画課付（関東地方整備局河川部河川環境課長）

大吉　雄人 農林水産省農村振興局整備部地域整備課長補佐 河川計画課付（中部地方整備局企画部企画課長（併）内閣府
地方創生推進室）

酒井　　公 東北地方整備局秋田河川国道事務所建設専門官 河川計画課付

山川　良徳 環境省水・大気環境局水環境課下水道係長 河川計画課付（関東地方整備局企画部企画課専門員）

真鍋　将一 国土政策局広域地方政策課広域制度企画室専門調査官（併）
大臣官房社会資本整備総合交付金等総合調整室

河川計画課国際室課長補佐（併）水資源部水資源計画課

本田　早苗 九州地方整備局河川部水政課長 河川計画課総務係長

吉田　美幸 九州地方整備局大分河川国道事務所調査第一課長 河川計画課河川情報企画室流域情報分析企画係長

渡邉　加奈 関東地方整備局江戸川河川事務所計画課長 河川計画課河川計画調整室技術基準係長

星尾　日明 関東地方整備局下館河川事務所調査課長 河川計画課水資源地下水係長

一井　利光 東北地方整備局仙台河川国道事務所調査第一課調査係長 東北地方整備局企画部企画課主任（併）河川計画課＜部外併
任＞

磯邊　則親 東北地方整備局岩手河川国道事務所調査第一課調査係長 東北地方整備局企画部企画課主任（併）河川計画課＜部外併
任＞

目黒　嗣樹 北陸地方整備局信濃川下流河川事務所長 河川環境課水防企画室企画専門官（併）河川計画課河川情報
企画室

藤田　　正 関東地方整備局利根川ダム統合管理事務所長 河川環境課河川保全企画室課長補佐

山崎　元司 四国地方整備局松山河川国道事務所調査第一課長 河川環境課河川保全企画室規格構造係長（併）流水管理室

梶取　真一 四国地方整備局徳島河川国道事務所河川調査課長 河川環境課河川保全企画室河川構造物管理係長（併）治水課

河野　友佑 国土技術政策総合研究所道路交通研究部道路研究室研究官 河川環境課水防企画室津波水防係長

梯　　滋郎 大臣官房技術調査課建設システム管理企画室事業評価係長 河川環境課河川保全企画室戦略的維持管理係長

千葉　亮輔 環境省東北地方環境事務所福島環境再生事務所除染対策第一
課事業管理専門官（併）除染対策第二課（併）中間貯蔵施設
等整備事務所輸送課

河川環境課河川保全企画室水環境管理係長

須藤　　剛 大臣官房官庁営繕部管理課企画専門官 治水課企画専門官

長尾　純二 四国地方整備局吉野川ダム統合管理事務所長 治水課事業監理室課長補佐

成田　秋義 東北地方整備局北上川ダム統合管理事務所長 治水課長補佐

三枝伸太郎 関東地方整備局江戸川河川事務所沿川整備課長 治水課河川技術係長

藤本　昌利 北陸地方整備局富山河川国道事務所河川管理課長 治水課事業監理室事業第二係長

井原　和彦 関東地方整備局荒川上流河川事務所河川環境課長 治水課流域水害対策係長

稲垣　茂人 近畿地方整備局淀川河川事務所河川環境課長 治水課維持修繕係長

平川　貴士 内閣府沖縄振興局参事官（振興第一担当）付振興第一担当主
査

治水課補償係長

岩井　真央 北海道開発局帯広開発建設部帯広河川事務所計画課長 治水課企画調整係長

三好　朋宏 国土技術政策総合研究所河川研究部水害研究室研究官 治水課大規模構造物技術係長

川﨑　祐輔 関東地方整備局八ツ場ダム工事事務所事業計画課計画係長
（併）工事課

関東地方整備局河川部河川計画課（併）治水課＜部外併任＞

谷口　　淳 中部地方整備局静岡河川事務所調査課計画係長 中部地方整備局河川部河川計画課（併）治水課＜部外併任＞

竹内　　実 関東地方整備局品木ダム水質管理所長 水資源部水資源政策課企画専門官（併）地下水対策室（併）
内閣官房副長官補付（併）内閣官房水循環政策本部事務局員

中島敬太郎 農林水産省農村振興局整備部設計課付 水資源部水資源政策課専門調査官（併）水資源政策課地下水
対策室

蓮尾　秀平 林野庁森林整備部計画課森林保険企画官 水資源部水資源政策課水源地域振興室課長補佐（併）内閣事
務官（内閣官房副長官補付）（命）内閣官房水循環政策本部
事務局員

大瀧　　健 内閣府沖縄総合事務局開発建設部建設行政課長補佐 水資源部水資源政策課総務係長（併）内閣事務官（内閣官房
副長官補付）（併）内閣官房水循環政策本部事務局員

【転出】

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考
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酒井　弘之 関東地方整備局荒川下流河川事務所沿川再開発課長 水資源部水資源政策課主査（併）地下水対策室

田中新太郎 都市局公園緑地・景観課緑地環境室緑化推進係長 水資源部水資源政策課主査

正木　孝治 北海道開発局札幌開発建設部滝川河川事務所長 水資源部水資源計画課水循環推進調整官（併）水資源政策課
地下水対策室（併）内閣官房副長官補付（併）内閣官房水循
環政策本部事務局員

佐々木　悟 農林水産省農村振興局整備部設計課付 水資源部水資源計画課企画専門官

平田　将史 農林水産省農村振興局整備部水資源課農業用水技術班水利技
術第二係長

水資源部水資源計画課総合水資源管理戦略室推進係長

中村　建治 農林水産省農村振興局整備部防災課災害班補助災害係長 水資源部水資源計画課計画係長

森岡　浩司 都市局都市計画課都市計画調査室課長補佐 都市局都市計画課都市計画調査室課長補佐（併）下水道部下
水道企画課管理企画指導室

西　　　修 中部地方整備局庄内川河川事務所長 下水道部下水道企画課付

長谷川広樹 環境省水・大気環境局水環境課長補佐 下水道部下水道企画課付（近畿地方整備局淀川河川事務所調
査課長）

小柴　卓也 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課主査
（併）指定廃棄物対策担当参事官室

下水道部下水道企画課付（辞職（日本下水道事業団事業統括
部計画課付））

和田　直樹 環境省水・大気環境局土壌環境課市街地汚染対策係長（併）
放射性物質汚染対策担当参事官室

下水道部下水道企画課資源利用係長

岩﨑　宏和 国土技術政策総合研究所下水道研究部下水道研究室長 下水道部下水道事業課企画専門官

小出　洋平 大臣官房総務課調整係長 下水道部下水道事業課予算係長

山下　大地 都市局総務課企画調整係 下水道部下水道事業課予算係

川島　弘靖 国土技術政策総合研究所下水道研究部下水道研究室研究官 下水道部流域管理官付調整係長

鷲尾　洋一 外務省国際協力局国別開発協力第三課長補佐 砂防部砂防計画課付（辞職（新潟県土木部砂防課副参事））

平田　　遼 内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（災害緊急事態対処
担当）付参事官補佐（業務担当）（併）内閣官房副長官補付
東日本大震災対応総括室

砂防部砂防計画課付（北陸地方整備局企画部企画課長（併）
内閣府地方創生推進事務局）

吉野　　睦 中部地方整備局越美山系砂防事務所長 砂防部砂防計画課企画専門官

石田　哲也 北陸地方整備局松本砂防事務所調査課長 砂防部砂防計画課地震・火山砂防室地震対策係長

今村　翔太 気象庁予報部業務課第一計画係長 砂防部砂防計画課地震・火山砂防室火山対策係長

田胡　匡基 九州地方整備局佐賀国道事務所交通対策課長 砂防部砂防計画課地震・火山砂防室砂防情報係長

岡部　敦司 大臣官房官庁営繕部管理課会計係長 砂防部砂防計画課予算係主任

市川　東大 中部地方整備局多治見砂防国道事務所工務第一課長 砂防部保全課大規模土砂災害対策係長

大知　寿徳 中国地方整備局岡山河川事務所河川環境課長 砂防部保全課急傾斜係長

松田征之助 九州地方整備局筑後川河川事務所片ノ瀬出張所管理第二係長 砂防部保全課砂防事業調整係主任

岡村　拓哉 大臣官房広報課主査 砂防部保全課海岸室法規係長

【転入】

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

岡本誠一郎 下水道部流域管理官 国土技術政策総合研究所下水道研究部下水道研究官

大澤　健治 治水課堤防構造分析官 中部地方整備局木曽川上流河川事務所長

武士　俊也 砂防部保全課砂防施設評価分析官 大臣官房付（復職（（一財）砂防・地すべり技術センター砂
防技術研究所技術部長））

白倉　正浩 総務課河川企画調整官 大臣官房人事課企画専門官（併）大臣官房秘書室

横田　玲子 水政課水利調整室長 北海道局総務課企画調整官

丸山　　準 河川環境課流水管理室長 北陸地方整備局河川部河川調査官

城ヶ﨑正人 砂防部砂防計画課地震・火山砂防室長 辞職（奈良県県土マネジメント部砂防・災害対策課長）

【転出】

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考
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宮武　晃司 大臣官房付（併）内閣府政策統括官（科学技術政策担当）付
参事官

環境省総合環境政策局総務課企画官

上谷　昌史 大臣官房付 大臣官房付（併）内閣府政策統括官（科学技術・イノベーシ
ョン担当）付参事官（総括担当）付企画官

元永　　秀 大臣官房付 辞職（青森県県土整備部理事）

藤井　政人 大臣官房付（併）環境省放射性物質汚染対処技術統括官付参
事官（併）福島中間貯蔵推進統括室員（併）復興庁統括官付
参事官（併）復興庁福島復興局付

総合政策局公共事業企画調整課事業総括調整官

小島　　優 大臣官房付 辞職（独立行政法人水資源機構経営企画部企画課長）

吉田　　大 大臣官房付（併）内閣官房副長官補付国土強靱化推進室企画
官

大臣官房付（官民交流（ＪＲ東日本建設工事部次長））

津森ジュン 大臣官房付 辞職（浜松市上下水道部参与兼次長）

市川　祥夫 総務課付 北陸地方整備局河川部水政課長

稲葉　淳也 総務課長補佐 都市局都市政策課都市政策調査室専門調査官

齋藤　政崇 総務課調査係長 辞職（株式会社竹中土木）

辺見　孝行 総務課総務係 新規採用

清水　邦芳 水政課指導監督係長 関東地方整備局宇都宮営繕事務所総務課経理係長

植田　佳奈 水政課審査係長 内閣府沖縄振興局参事官（振興第一担当）付振興第一担当主
査

和田　進吾 水政課企画係長 土地・建設産業局不動産業課不動産業指導室保証指導係長

亀谷　匡哉 水政課 新規採用

出口　桂輔 河川計画課付 関東地方整備局河川部河川計画課長

川上　哲広 河川計画課国際室課長補佐（併）水資源部水資源計画課 中部地方整備局河川部河川計画課長補佐

村上　裕明 河川計画課河川情報企画室流域情報分析企画係長 九州地方整備局河川部河川計画課計画第二係長

三國　宣仁 河川計画課河川計画調整室技術基準係長 四国地方整備局那賀川河川事務所工務課工務係長

土屋　勇太 河川計画課国際室地球温暖化分析係長 辞職（静岡県下田土木事務所維持調査課主査）

荒井　雄太 関東地方整備局河川部河川計画課（併）河川計画課＜部外併
任＞

関東地方整備局河川部河川計画課

上平　拓弥 近畿地方整備局企画部企画課（併）河川計画課＜部外併任＞ 近畿地方整備局企画部企画課（併）大臣官房技術調査課建設
システム管理企画室

佐藤　　彰 河川環境課流水管理室課長補佐 東北地方整備局河川部河川工事課長補佐

阿部　成二 河川環境課河川保全企画室課長補佐 九州地方整備局遠賀川河川事務所副所長

中岡　昭浩 河川環境課河川保全企画室規格構造係長（併）流水管理室 四国地方整備局河川部河川計画課調査第一係長

川住　亮太 河川環境課河川環境再生係長 国土政策局国土情報課高精度測位社会プロジェクト推進係長
（併）政策統括官付

西前駿太郎 河川環境課河川保全企画室河川管理係長 辞職（東京都下水道局第一基幹施設再構築事務所設計課設計
第一係）

大山　璃久 河川環境課水防企画室津波水防係長 辞職（岐阜県県土整備部河川課）

松葉　俊哉 河川環境課河川利用推進係長（併）河川計画課 東北地方整備局北上川下流河川事務所調査第一課

青地　絢美 河川環境課河川保全企画室水環境管理係 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課（併）
災害廃棄物対策室

吉田　瑶子 治水課企画専門官（併）総務課 東北運輸局交通政策部交通企画課長

成吉　　弘 治水課長補佐 国土交通大学校計画管理部管理科長

須藤　純一 治水課流域減災推進室課長補佐 関東地方整備局下館河川事務所副所長

和泉　雅春 治水課事業監理室課長補佐 四国地方整備局河川部河川計画課長補佐

岡本　祐司 治水課事業監理室事業第二係長 中部地方整備局河川部河川計画課計画第一係長

谷　　茂行 治水課河川技術係長 北陸地方整備局河川部河川計画課計画第一係長

【転入】

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考
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岡本　陽一 治水課維持修繕係長 近畿地方整備局河川部河川計画課計画第二係長

阿部　孝章 治水課流域減災推進室減災技術係長 辞職（国立研究開発法人土木研究所寒地土木研究所寒地水圏
研究グループ寒地河川チーム上席研究員（寒地河川）付研究員）

森　　俊介 治水課事業監理室管理係長 中部地方整備局河川部水政課予算係長

濱田　佳大 治水課企画調整係長 大臣官房技術調査課技術開発調整係長

松浦　耕平 治水課予算第二係 近畿地方整備局建政部計画管理課予算係

井出　皓大 中部地方整備局河川部河川計画課（併）治水課＜部外併任＞ 中部地方整備局河川部河川計画課

武林　雅衛 水資源部水資源政策課企画専門官（併）国土政策局地方振興
課

国土政策局地方振興課企画専門官

風間　　聡 水資源部水資源政策課企画専門官（併）地下水対策室 関東地方整備局甲府河川国道事務所副所長

長谷川　聡 水資源部水資源政策課専門調査官（併）水資源政策課地下水
対策室（併）内閣事務官（内閣官房副長官補付）（命）内閣
官房水循環政策本部事務局員

農林水産省農村振興局整備部設計課付

吉池　弘晶 水資源部水資源政策課水源地域振興室企画係長（併）治水課 関東地方整備局河川部河川計画課計画第一係長

鎌田　幸平 水資源部水資源政策課危機管理係長 辞職（水資源機構）

鳥居　隆之 水資源部水資源政策課主査（併）地下水対策室 関東地方整備局河川部地域河川課津波防災係長（併）水災害
予報センター

塩田　　彩 水資源部水資源政策課水源地域振興室主査 林野庁森林整備部治山課付

池谷　翔平 水資源部水資源政策課主査 土地・建設産業局不動産業課不動産業指導室適正取引係

川西　南斗 水資源部水資源政策課水源地域振興室（併）治水課 中国地方整備局河川部河川計画課（併）地域河川課（併）河
川工事課

加納　浩生 水資源部水資源計画課水循環推進調整官（併）水資源政策課
地下水対策室（併）内閣官房副長官補付（併）内閣官房水循
環政策本部事務局員

北海道開発局旭川開発建設部サンルダム建設事業所副所長

山村　研吾 水資源部水資源計画課企画専門官 農林水産省農村振興局整備部設計課付

岡野　正伸 水資源部水資源計画課長補佐 大臣官房福利厚生課長補佐

山口　正裕 水資源部水資源計画課総合水資源管理戦略室課長補佐 辞職（独立行政法人国際協力機構地球環境部防災グループ
（兼）資金協力業務部有償技術審査室（兼）特命審議役（質
の高いインフラ輸出担当）付）

野村　知弘 水資源部水資源計画課計画係長 農林水産省農村振興局整備部水資源課水利指導班水利指導第
二係長

横井　英治 水資源部水資源計画課総合水資源管理戦略室推進係長 農林水産省農村振興局整備部設計課付

藤井　沙織 水資源部水資源計画課総合水資源管理戦略室戦略・情報係長 大臣官房技術調査課研究評価係長（併）観光庁観光戦略課主
査

花本　陽介 水資源部水資源計画課総合水資源管理戦略室主査（併）水資
源政策課地下水対策室

辞職（（株）日立製作所産業・水業務統括本部技術開発本部
水環境システム部企画員）

小林　徳行 下水道部下水道企画課管理企画指導室課長補佐 九州地方整備局総務部人事課長

末久　正樹 下水道部下水道企画課長補佐 環境省水・大気環境局水環境課長補佐

河本　　武 下水道部下水道企画課環境技術係長 辞職（横浜市環境創造局下水道施設部下水道施設課）

伊藤　智則 下水道部下水道企画課国際展開推進係長 辞職（北九州市上下水道局海外・広域事業部海外事業課）

土屋　美樹 下水道部下水道企画課資源利用係 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部企画課循環型社会
推進室

堂薗　洋昭 下水道部下水道事業課企画専門官 辞職（岡山市下水道河川局統括審議監）

村岡　正季 下水道部下水道事業課事業マネジメント推進室課長補佐 辞職（日本下水道事業団事業統括部計画課付）

野杁　貴博 下水道部下水道事業課事業マネジメント推進室再構築係長 辞職（名古屋市上下水道局計画部下水道計画課主査）

南　雅由輝 下水道部下水道事業課予算係長 大臣官房会計課予算第三係

金子　陽輔 下水道部下水道事業課事業係長 辞職（国立研究開発法人土木研究所水環境研究グループ研究
員（水質））

【転入】

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考
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土師　健吾 下水道部下水道事業課事業マネジメント推進室環境調整係長 総務省情報通信国際戦略局技術政策課技術係長

木村　俊希 下水道部下水道事業課予算係 新規採用

宮本　豊尚 下水道部流域管理官付課長補佐 国土技術政策総合研究所下水道研究部下水道研究室研究官

髙瀬　直樹 下水道部流域管理官付調整係長 新規採用

林　　孝標 砂防部砂防計画課土砂災害防止技術調整官 四国地方整備局四国山地砂防事務所長

上島　哲雄 砂防部砂防計画課砂防管理室課長補佐 大臣官房官庁営繕部設備・環境課長補佐

瀧口　茂隆 砂防部砂防計画課長補佐 総合政策局官民連携政策課企画専門官（併）政策課（併）内
閣府大臣官房消費税価格転嫁等相談対応室国土交通省分室員

熊澤　至朗 砂防部砂防計画課長補佐 内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（災害緊急事態対処
担当）付参事官補佐（業務担当）（併）内閣官房副長官補付
東日本大震災対応総括室

辻　　隆宏 砂防部砂防計画課地震・火山砂防室地震対策係長 北陸地方整備局河川部地域河川課計画係長

高原　晃宙 砂防部砂防計画課土砂災害減災対策係長（併）国土技術政策
総合研究所土砂災害研究部砂防研究室

新規採用

大城　久尚 砂防部砂防計画課地震・火山砂防室火山対策係長 気象庁地震火山部火山課

泉山　寛明 砂防部砂防計画課 国土技術政策総合研究所土砂災害研究部砂防研究室研究官
（併）砂防部砂防計画課

沼尾　健太 砂防部砂防計画課地震・火山砂防室砂防情報係 九州地方整備局熊本河川国道事務所防災課（併）八代河川国
道事務所調査課（併）菊池川河川事務所管理課（併）立野ダ
ム工事事務所工務課（併）熊本地震災害対策推進室熊本分室

（併）川辺川ダム砂防事務所工務第一課（併）緑川ダム管理
所

大西　竜太 砂防部保全課土砂災害対策室大規模土砂災害対策係長 中部地方整備局河川部河川計画課総合土砂災害対策係長

堀　　博幸 砂防部保全課急傾斜係長 中国地方整備局河川部河川計画課調査第二係長（併）地域河
川課

森本　勇太 砂防部保全課土砂災害対策室砂防技術係長 辞職（宮崎県宮崎土木事務所河川砂防・都市公園課）

黒木　　隆 砂防部保全課土砂災害対策室砂防技術係 九州地方整備局河川部河川計画課（併）熊本地震災害対策推
進室熊本分室

藤田　士郎 砂防部保全課海洋開発企画官 北陸地方整備局黒部河川事務所長

渡邊　亮一 砂防部保全課海岸室法規係長 北海道開発局建設部建設行政課水政第一係長

【局内】

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

齋藤　博之 治水課流域減災推進室長 治水課河川整備調整官

岡　　良介 水資源部水資源政策課水源地域振興室長（併）内閣事務官（内
閣官房副長官補付企画官）（命）内閣官房水循環政策本部事
務局企画官（併）治水課

水資源部水資源政策課水源地域振興室長（併）内閣事務官（内
閣官房副長官補付企画官）（命）内閣官房水循環政策本部事
務局企画官（併）治水課治水企画官

長井　隆幸 大臣官房付 砂防部砂防計画課地震・火山砂防室長

伊藤　仁志 砂防部保全課土砂災害対策室長 砂防部保全課保全調整官

中静　友則 水政課水利調整室課長補佐 総務課長補佐

坪井　猛志 総務課総務係長 総務課人事係長

川原林雅志 水政課水利調整室水利企画係長 総務課監査係長

清水　佑有 総務課人事係長 総務課管理係長（併）大臣官房社会資本整備総合交付金等総
合調整室

増田　純一 総務課予算第一係（次席） 総務課総務係（次席）

道原　直斗 総務課総務係（次席） 総務課予算第一係（次席）

坂東　　光 砂防部保全課総務係 総務課予算第二係（次席）

伊藤　真樹 防災課災害対策室企画専門官 水政課水利調整室課長補佐

【転入】

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考
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會津　　悟 水資源部水資源政策課総務係長（併）内閣事務官（内閣官房
副長官補付）（命）内閣官房水循環政策本部事務局員

水政課水利調整室水利企画係長

澤渡健太郎 砂防部保全課海岸室経理係長 水政課企画係長

板橋　千恵 防災課災害対策室管理係長 水政課審査係長

井上　育之 防災課災害調整係長 水政課水利調整室水利審査係長

田村　昌代 水政課水利調整室水利審査係長 水政課水利調整室水利調整係長

山田　晃彬 水政課法規第二係長 水政課法規第二係

鈴木　朝子 総務課予算第二係（三席） 水政課総務係

福島　陽介 河川計画課河川情報企画室課長補佐（併）治水課 河川計画課付

久保田基寛 治水課調査係長 河川計画課国際室地球温暖化分析係長

安部　雅宏 河川環境課河川構造物管理係長（併）河川計画課 河川計画課施策評価係長

林　　　孝 河川環境課河川保全企画室保全技術係長 河川環境課河川保全企画室河川管理係長

内田　佳希 河川環境課河川保全企画室戦略的維持管理係長 河川環境課河川保全企画室保全技術係長

富沢　元雄 総務課専門調査官（併）河川環境課 治水課業務係長

松本　将能 治水課技術開発係長 治水課調査係長

今井　勝一 治水課流域減災推進室流域治水企画係長 治水課流域治水企画係長

白土　晶通 防災課災害第二係長 治水課予算第一係長

小池　　聡 総務課管理係長（併）大臣官房社会資本整備総合交付金等総
合調整室

治水課事業監理室管理係長

中村　琢也 総務課予算第二係（次席） 治水課予算第二係

遠藤　準也 防災課予算係 治水課総務係

前原　将摩 治水課総務係 治水課法規第一係

小野　一英 砂防部砂防計画課企画専門官 防災課災害対策室課長補佐

安藤　昌洋 総務課付（育児休業） 防災課長補佐（併）総務課

澤江　　淳 治水課予算第一係長 防災課法規係長

小山　将勝 治水課補償係長 防災課災害監査係長

大山　敏幸 砂防部砂防計画課予算係長 防災課災害調整係長

相良　浩光 総務課監査係長 防災課災害対策室管理係長

川畑　里美 水政課水利調整室水利指導監督係 防災課予算係

木村　圭汰 総務課監査係 防災課災害第一係

東郷　友裕 水資源部水資源政策課長補佐（併）水資源計画課（併）内閣
事務官（内閣官房副長官補付）（命）内閣官房水循環政策本
部事務局員

水資源部水資源政策課長補佐（併）水資源計画課

湯浅　　亮 治水課流域減災推進室流域水害対策係長 水資源部水資源政策課水源地域振興室企画係長（併）治水課

葛西　曜陛 東北地方整備局企画部企画課（併）治水課 水資源部水資源政策課企画係（併）治水課

佐渡　周子 河川環境課水防企画室企画専門官（併）河川計画課河川情報
企画室

水資源部水資源計画課総合水資源管理戦略室課長補佐

紺野　晶裕 治水課大規模構造物技術係長 水資源部水資源計画課総合水資源管理戦略室戦略・情報係長
（併）治水課

田本　典秀 下水道部下水道企画課下水道国際推進官 下水道部下水道企画課長補佐

武田正太郎 河川計画課水資源地下水係長 下水道部下水道事業課計画調整係長（併）大臣官房社会資本
整備総合交付金等総合調整室

見正　大和 下水道部下水道事業課計画調整係長（併）大臣官房社会資本
整備総合交付金等総合調整室

下水道部下水道事業課事業係長

二川　卓矢 下水道部流域管理官付水害対策係長 下水道部下水道事業課事業マネジメント推進室環境調整係長

【局内】

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考
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新國　雅彦 治水課企画専門官 砂防部砂防計画課企画専門官

篠田　　謙 砂防部保全課海岸室課長補佐 砂防部砂防計画課砂防管理室課長補佐

山本　悟司 砂防部砂防計画課企画専門官 砂防部砂防計画課地震・火山砂防室課長補佐

村上　友一 防災課法規係長 砂防部砂防計画課予算係長

髙橋　菜摘 水政課総務係 砂防部砂防計画課総務係

赤沼　隼一 砂防部保全課土砂災害対策室課長補佐 砂防部保全課長補佐

菊池　　瞳 砂防部砂防計画課計画係長 砂防部保全課砂防技術係長

奥野　克治 砂防部砂防計画課総務係主任 砂防部保全課総務係主任

坂本　成雄 砂防部保全課長補佐 砂防部保全課海岸室課長補佐

濱田　　晋 河川計画課総務係長 砂防部保全課海岸室総務係長

齋藤　康之 砂防部保全課海岸室総務係長 砂防部保全課海岸室経理係長

小貫　敏志 河川計画課国際室（併）砂防部保全課海岸室津波・高潮対策
係

砂防部保全課海岸室津波・高潮対策係

【局内】

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考
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協会だより

平成２9年度 災害復旧実務講習会の日程が決まりました

１．　開 催 日　平成29年 5 月11日㈭～12日㈮の 2 日
間

２．　会　　場　砂防会館別館シェーンバッハ・サボー
　東京都千代田区平河町 2 − 7 − 5
　TEL：03（3261）8386（代表）

３．　講義内容　別紙日程表（案）のとおり
４．　受講者数　50０名程度（定員に達し次第締め切

らさせて頂きます。）

５．　受 講 費　◎会　員
１１,5００円（受講費３,25０円、テキ
スト代８,25０円）

◎非会員
１２,1００円（受講費３,42０円、テキ
スト代８,68０円）

協会ホームページアドレス
http://www.zenkokubousai.or.jp/nenkan_course.
html

砂防会館
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平成29年度 災害復旧実務講習会日程

平成29年 4 月 3 日 現在
於：東京都千代田区　砂防会館別館シェーンバッハ・サボー

月　日 時　　間 講　　義　　題　　名 講　　師　　名

（第 １ 日目）

5 月11日

（木）

12：00〜13：00 受　　付

13：00〜13：05 主催者挨拶
（公社）全国防災協会

　副会長� 加　藤　　　昭

13：05〜13：10 来賓挨拶
国土交通省 水管理・国土保全局

　防災課長� 黒　川　純一良

13：10〜13：40
最近の自然災害と防災・減災の取り組みについ

て

国土交通省 水管理・国土保全局防災課

　緊急災害対策企画調整官

� 吉　田　邦　伸

13：40〜14：40
災害復旧事業の最近の動向と災害採択の基本原

則について

国土交通省 水管理・国土保全局防災課

　総括災害査定官� 田　部　成　幸

14：40〜14：55 休　　憩

14：55〜16：25
災害事務の流れについて

災害復旧事業の予算及び災害復旧事業費の精算

と成功認定

国土交通省 水管理・国土保全局防災課

　課長補佐� 小　林　信　幸

　企画専門官� 戸　田　　　隆

（第 ２ 日目）

5 月12日

（金）

9 ：30〜10：00 受　　付

10：00〜12：10

①災害復旧の設計実務について

②改良復旧の技術上の実務について

③災害対策緊急事業の特色について

国土交通省 水管理・国土保全局防災課

　基準係長� 下　條　康　之

　改良技術係長� 黒　原　敏　孝

国土交通省 国土政策局

　広域地方政策課 調整室

　専門調査官� 親　谷　吉　雄

12：10〜13：10 昼　食・休　憩

13：10〜14：00
「美しい山河を守る基本方針」の改定とそのポイ

ントについて

国土交通省 水管理・国土保全局防災課

　災害査定官� 丸　山　日登志

14：00〜14：50

平成２８年発生 災害復旧事業の紹介

主要地方道小川嘉島線（府領第一橋）　橋梁災害

関連事業について

熊本県土木部道路都市局道路整備課

　課長補佐（橋梁班長）

� 田　村　伸　司

14：50〜15：00 休　　憩

15：00〜16：30
①災害査定の留意点について

②平成２８年発生災害採択事例について

国土交通省 水管理・国土保全局防災課

　災害査定官� 光　信　紀　彦

閉　　講
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自然災害カレンダーについて

公益社団法人　全国防災協会

　平成29年 4 月号から来年 3 月号まで 1 年間、毎
号、過去に当月発生した主な自然災害を日付順に表
し「自然災害カレンダー」として掲載します。
　本カレンダーは、原則として国内 5 人以上、海外
50人以上の死者及び行方不明者の人的災害が発生し
た事例を各日 ２ 件、記載します。なお、国内100人
以上、外国1,000人以上の被害者数があった事例に
ついては全て記載します。
　対象の自然災害は、地震、津波、火山（噴火、爆発、
火砕流、溶岩流等）気象（台風、サイクロン、ハリ
ケーン、高潮、高波、豪雨、大雨、雷雨、洪水、竜
巻、暴風、暴風雨、暴風雪、大嵐、強風、春あらし、
豪雪、大雪、吹雪、雪崩、濃霧、降雹、山岳遭難等）、
土砂（がけ崩れ、土砂崩壊、土石流、地辷り、山津
波等）、海難（気象等自然災害に伴う）等としてお
ります。
　なお、自然災害カレンダーを充実させるため、本
記事へのご意見及び全国各地域の歴史的災害の情報
を防災協会へお寄せください。

表中の略語等
１ ．表記の西暦は、原則グレゴリ暦、（ユ）は、ユリ

ウス暦

2 ．地震強度の略表示
　マグ二チュード　　　　　　（M）
　気象庁マグニチュード　　　（M ｊ）
　表面波マグニチュード　　　（M ｓ）
　実体波マグニチュード　　　（M ｂ）
　モーメントマグニチュード　（M ｗ）
　津波マグニチュード　　　　（M ｔ）

3 ．被害者数の略
　死＝死亡者数
　行＝行方不明者数
　≧＝以上

4 ．被害者数の多い災害（国内1,000人以上、外国
10,000人以上）は、赤字表示

5 ．参考文献
１ ）日本災害史辞典（１８６８～２００９）

日外アソシエーツ（2009年）
２ ）世界災害史事典（１９４５～２００９）

日外アソシエーツ（2009年）
３ ）近代日本の災害―明治、大正、昭和の自然災害

テクノバ（1993年）
４ ）シリーズ災害・事故史－ ２ －地震・噴火災害全史

日外アソシエーツ（２００８年）
５ ）シリーズ災害・事故史－ ３ －台風、気象災害全史

日外アソシエーツ（２００８年）
６ ）日本の自然災害　１９９５～２００９年

日本専門図書出版（2009年）
７ ）近代世界の災害� 国会資料編纂会（1996年）
８ ）２０世紀日本大災害の記録� NHK 出版（2002年）
９ ）日本歴史災害事典� 吉川弘文堂（2012年）
１０）理科年表� 国立天文台編
１１）わが国の災害史（第 １ 編～第 5 編）

全国防災協会
１２）ウィキペディア（地震の年表（世界・日本））
１３）ウィキペディア（海難事故の一覧）

（文責：加藤　昭）

協会だより
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自然災害カレンダー（ ４月） 　
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平成28年　発生主要異常気象別被害報告 平成29年 ３ 月15日現在（単位：千円）
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